
金額 金額

流　動　資　産 646,430 流　動　負　債 1,152,160

現金及び預金 289,435 買掛金 38,314

電子記録債権 3,641 短期借入金 900,000

売掛金 217,124 リース債務 3,868

製品 273 未払金 67,200

仕掛品 17,779 未払費用 31,353

貯蔵品 672 前受金 8,310

前払費用 46,167 預り金 27,080

立替金 695 賞与引当金　 993

未収入金 3,145 ポイント引当金 71,588

未収法人税 61,579 返金負債 3,231

未収消費税 6,711 その他の流動負債 220

短期貸付金 119

その他の流動資産 569 固　定　負　債 31,757

貸倒引当金 △ 1,485 長期リース債務 12,784

固　定　資　産 291,629 繰延税金負債 18,972

有形固定資産 34,109

建物 19,865 負債合計 1,183,917

工具、器具及び備品 3,855 株主資本

リース資産 10,388 資本金 -                                

無形固定資産 42,357 資本剰余金 -                                

ソフトウェア 41,360 資本準備金 -                                

ソフトウェア仮勘定 997 その他資本剰余金 -                                

投資その他の資産 215,162 利益剰余金 △ 246,420

投資有価証券 1,842 その他利益剰余金 △ 246,420

出資金 10 （うち当期純利益） (31,233)

長期貸付金 60 繰越利益剰余金 △ 246,420

差入保証金 80,045 評価･換算差額等 563

長期前払費用 126,206 その他有価証券評価差額金 563

貸倒懸念債権 13,997

貸倒引当金 △ 6,999 純資産合計 △ 245,857

資産合計 938,060 938,060

重要な会計方針

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券 市場価格のあるもの

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1) 製品・仕掛品

(2) 貯蔵品

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 定額法によっております。

（リース資産を除く）

(2) 無形固定資産 定額法によっております。

（リース資産を除く）

(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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大会社以外の決算公告（非公開会社）
（資本金５億円未満かつ負債総額200億円未満・譲渡制限あり）

第2期決算公告
令和4年10月28日

東京都港区虎ノ門三丁目8番21号

株式会社メディカルトリビューン
代表取締役　丸林　哲也

貸借対照表

（令和4年7月31日現在）                                                              （単位：千円） 

科目 科目

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。



４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

(2) 賞与引当金

(3) 退職給付引当金

(4) ポイント引当金

５.収益及び費用の計上基準

６．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末の退職給付債務及び年金資産見込額に基づき、当事業年度末において発生して
いると認められる額を計上しております。なお、退職給付債務の見込額は、簡便法（退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職
給付債務とする方法）により計算しております。当事業年度末においては、退職給付債務を年金資産額が超過する状態のため、当
該超過額は長期前払費用（前払年金費用）に計上しております。

ウェブアンケートの回答実績等に応じて付与したポイントの使用に備えるため、将来使用されると見込まれる額を計上しております。

当社は医学、歯学、薬学および科学等の分野における新聞・学術誌等の発行、医療情報サイトによる情報・サービスの提供、調査、
学会・セミナー・講演会等の運営、有料職業紹介・医療経営継承支援等の事業を営んでおります。
これらの事業における収益は、商品又は製品を引き渡した時点で、顧客が支配を獲得し履行義務を充足したと判断し、当該時点で
収益を認識しております。
 メディア企画部における6ヵ月以上の期間にわたる編集制作請負業務の売上について、契約における義務を履行することにより、別
の用途に転用することができない資産が生じること、並びに、契約における義務の履行を完了した部分について、対価を収受する強
制力のある権利を有している点から、業務完了までの一定期間にわたり収益認識を行っております。
 デジタル企画部において顧客から返金が不要な支払を受ける場合があります。当該支払が将来の財又はサービスの移転に対する
ものであるときは、当該将来の財又はサービスを提供する時に収益を認識しております。
 人材紹介事業における返金保証がある契約の売上について、収益認識会計基準上は変動対価扱いとなります。そのため重大な戻
入れが生じない可能性を考慮するため、過去3年間の実績から、最も返金率の高かった実績率により見積もった額を返金負債に計
上し、返金期間経過後に売上計上しております。

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率による計算額を、貸倒懸念債権等の特定の債権について
は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。


